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100 分の 70 に相当する単位数を算定すること。 

 

ハ （略） 

②・③ （略） 

提供する場合は、所定単位数の 100 分の 70 に相当する単位数を算定

すること。 

ハ （略） 

②・③ （略） 

⒃ 指定訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若

しくは指定訪問介護事業所と同一の建物（以下「同一敷地内建物等」とい

う。）等に居住する利用者に対する取扱い 

① 同一敷地内建物等の定義 

注 12 における「同一敷地内建物等」とは、当該指定訪問介護事業所

と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷地内並びに隣接する

敷地（当該指定訪問介護事業所と建築物が道路等を挟んで設置してい

る場合を含む。）にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なも

のを指すものである。具体的には、一体的な建築物として、当該建物

の一階部分に指定訪問介護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下で

つながっている場合など、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建

物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで

隣接する場合などが該当するものであること。 

② 同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）

の定義 

イ （略） 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用い

る。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該月における１日

ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除

して得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点

以下を切り捨てるものとする。また、当該指定訪問介護事業所が、

指定相当第一号訪問事業（介護保険法施行規則第 140 条の 63 の６第

１項第１号に定める基準に従い行う事業に限る。以下同じ。）と一体

的な運営をしている場合、第一号訪問事業の利用者を含めて計算す

ること。 

③～⑤ （略） 

⑥ 指定訪問介護の提供総数のうち、同一敷地内建物等に居住する利用

者（指定訪問介護事業所における 1 月当たりの利用者が同一敷地内建

物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者を除く。以下同じ。）

に提供されたものの占める割合が 100分の 90以上である場合について 

⒁ 指定訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若

しくは指定訪問介護事業所と同一の建物（以下「同一敷地内建物等」とい

う。）等に居住する利用者に対する取扱い 

① 同一敷地内建物等の定義 

注 10 における「同一敷地内建物等」とは、当該指定訪問介護事業所

と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷地内並びに隣接する

敷地（当該指定訪問介護事業所と建築物が道路等を挟んで設置してい

る場合を含む。）にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なも

のを指すものである。具体的には、一体的な建築物として、当該建物

の一階部分に指定訪問介護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下で

つながっている場合など、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建

物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで

隣接する場合などが該当するものであること。 

② 同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）

の定義 

イ （略） 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用い

る。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該月における１日

ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除

して得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点

以下を切り捨てるものとする。また、当該指定訪問介護事業所が、

第一号訪問事業（旧指定介護予防訪問介護に相当するものとして市

町村が定めるものに限る。以下同じ。）と一体的な運営をしている場

合、第一号訪問事業の利用者を含めて計算すること。 

③～⑤ （略） 

（新設） 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指
定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年３月１日老企第36号厚生省老人
保健福祉局企画課長通知） より抜粋
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イ 判定期間と減算適用期間 

  指定訪問介護事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該

事業所における指定訪問介護の提供総数のうち、同一敷地内建物等

に居住する利用者に提供されたものの占める割合が 100 分の 90 以

上である場合は、次に掲げるところに従い、当該事業所が実施する

減算適用期間の同一敷地内建物等に居住する利用者に提供される指

定訪問介護のすべてについて減算を適用する。 

ａ 判定期間が前期（３月１日から８月 31 日）の場合は、減算適用

期間を 10 月１日から３月 31日までとする。 

ｂ 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合は、減算適用期

間を４月１日から９月 30 日までとする。 

なお、令和６年度については、ａの判定期間を４月１日から９月

30 日、減算適用期間を 11 月１日から３月 31 日までとし、b の判定

期間を 10 月１日から２月末日、減算適用期間を令和７年度の４月１

日から９月 30 日までとする。 

ロ 判定方法 

  事業所ごとに、当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提

供した利用者のうち、同一敷地内建物等に居住する利用者の占める

割合を計算し、90％以上である場合に減算する。 

  （具体的な計算式）事業所ごとに、次の計算式により計算し、90％

以上である場合に減算 

  （当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利用者

のうち同一敷地内建物等に居住する利用者数（利用実人員））÷（当

該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利用者数（利

用実人員）） 

ハ 算定手続 

  判定期間が前期の場合については９月 15 日までに、判定期間が後

期の場合については３月 15 日までに、同一敷地内建物等に居住する

者へサービス提供を行う指定訪問介護事業所は、次に掲げる事項を

記載した書類を作成し、算定の結果 90％以上である場合については

当該書類を都道府県知事に提出することとする。なお、90％以上で

なかった場合についても、当該書類は、各事業所において２年間保

存する必要がある。 

a 判定期間における指定訪問介護を提供した利用者の総数（利用実
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人員） 

b 同一敷地内建物等に居住する利用者数（利用実人員） 

c ロの算定方法で計算した割合 

d ロの算定方法で計算した割合が 90％以上である場合であって正

当な理由がある場合においては、その正当な理由 

ニ 正当な理由の範囲 

  ハで判定した割合が 90％以上である場合には、90％以上に至った

ことについて正当な理由がある場合においては、当該理由を都道府

県知事に提出すること。なお、都道府県知事が当該理由を不適当と

判断した場合は減算を適用するものとして取り扱う。正当な理由と

して考えられる理由を例示すれば次のようなものであるが、実際の

判断に当たっては、地域的な事情等も含め諸般の事情を総合的に勘

案し正当な理由に該当するかどうかを都道府県知事において適正に

判断されたい。 

a 特別地域訪問介護加算を受けている事業所である場合。 

b 判定期間の１月当たりの延べ訪問回数が200回以下であるなど事

業所が小規模である場合 

c その他正当な理由と都道府県知事が認めた場合 

⒄ 特別地域訪問介護加算について 

注 13 の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、

着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）を指し、

例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト事業所が離島

等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする訪問介護員等による

訪問介護は加算の対象とならず、サテライト事業所を業務の本拠とする

訪問介護員等による訪問介護は加算の対象となるものであること。 

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト

事業所を本拠とする訪問介護員等を明確にするとともに、当該サテライ

ト事業所からの提供した具体的なサービスの内容等の記録を別に行い、

管理すること。 

⒂ 特別地域訪問介護加算について 

注 11 の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、

着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）を指し、

例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト事業所が離島

等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする訪問介護員等による

訪問介護は加算の対象とならず、サテライト事業所を業務の本拠とする

訪問介護員等による訪問介護は加算の対象となるものであること。 

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト

事業所を本拠とする訪問介護員等を明確にするとともに、当該サテライ

ト事業所からの提供した具体的なサービスの内容等の記録を別に行い、

管理すること。 

⒅ 注 14 の取扱い 

① ⒄を参照のこと。 

②～④ （略） 

⒃ 注 12 の取扱い 

① ⒂を参照のこと。 

②～④ （略） 

⒆ 注 15 の取扱い 

注 15 の加算を算定する利用者については、指定居宅サービス基準第 20

⒄ 注 13 の取扱い 

注 13 の加算を算定する利用者については、指定居宅サービス基準第 20
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